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２．１４．レスキューストックヤード（NPO法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 1995 年 7 月に阪神大震災をきっかけに被災者支援を柱とするボランティア団体を

立ち上げた。当時は資金面に関しては無頓着だった。現在は、被災者支援を柱にし

ながら、平常時における地域防災力向上等の活動も行っている。現状は、団体の活

動面では発展期ともいえるし、経営面では立ち上げ期であるとも言えると認識して

いる。 
・ 当初代表は大学職員との兼業で団体活動を行っていたが、2001 年 9 月に前職を退

職し、現在の事務局長と共に専従 2 名で団体活動を本格化し、2002 年 3 月に NPO
法人の認証を受けた。当時の収入規模は 2426 万円で、現在は 4000 万円前後で推移

している。 
・ 主な収入源は受託事業で、メインである防災に関する講演会等（全体のうち 1000

万円程度。年間 150 回程度を 2～3 名で分担）の他、県や市からの委託事業（災害

支援に関する講座やセミナー等）がある。会費収入は、平成 18 年度で 158 万円。1
人あたり 1 万円で、200 名くらいの会員がいる。 

・ 寄付金収入は特にない。ただし、国の委員会や自治体等から講座やセミナーを受け

た場合、謝金の支払いが個人宛になる（自治体によっては団体宛にならない）場合

があるため、講演を行った個人から団体への寄付といった形で計上されている。 

 

② 新たな資金調達手段の可能性 

・ 借り入れの経験はないが、将来事業規模を拡大したり、新しい事業をしたりするこ

とを考えると、関係構築のためにも一度は経験すべきと考えている。 
・ NPO バンクは、NPO にとって強い味方であるとは思っている。ただ、利用者にと

ってわかりづらい面もあり、制度的にまだ不十分なイメージがある。 

 
（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

① 現状における資金調達の意思決定の体制 

・ 各スタッフが独立して資金調達をしている。自分の給料分を自分で稼ぐという意識

を持たせている。団体としての戦略は理事会組織で決定していかなくてはならない

とは思っているが、なかなかできていない。 
・ 会計部分については、税理士に頼み、月に 1 回帳簿合わせをしている。 
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② 寄付や潜在的な提供者へのアプローチ 

・ 市民からの評価がわかるような指標が必要なのではないか。 
・ 寄付等を受けるために、潜在的な提供者に対してもっとアプローチをしなくてはな

らないという意識は持っているが、そのためには多大な時間と労力が必要で、現時

点ではあまりできていない状況。ただし、来年度は 2 名スタッフを増員する予定で

あり、アプローチ面を強化しようと思っている。 

 
（３）今後の団体運営 

・ 現在 3000～4000 万円の収入で落ち着いてきている。ただし、平成 20 年度の事業計

画はまだ全く見えていない。足場固めのためにも、新しいビジネスモデルや商品を

考えたいと思っている。例えば、NPO だからこそできる、地域に根ざしたネット

ワークを最大限活用した丁寧な活動による復興ビジネスを作っていきたい。 

 
（４）行政や支援機関等に対する要望 

・ 行政は、民間企業と比較して、NPO 法人に対して支払う事業単価が安い。また、

そのことに対して疑問を持っていないところが多い。災害ボランティアに対しても、

もう少し資金提供することで、活動全体がボトムアップすると考える。 
・ 科学研究費補助金に申し込みたいと思ったが、NPO 法人は審査対象外となるため

に受けることができない。NPO 法人だからこそできる調査研究もあると思う。ま

た、NPO 法人に対する優遇は現制度においてもあるが、もう少しあってもよいと

思う。 
・ 中間支援団体については、さまざまなことをやっているのだろうが、実態としてあ

まり機能していない印象を受ける。 

 
（５）その他（法人格の選択理由など） 

・ 有限会社のほうがよいのではないかと検討したこともあるが、自分たちの団体の活

動の理念を継承していくには、NPO 法人の方がよいと思う。 
・ 認定 NPO 法人については、認定されることによって得られる優遇に比して、認定

までのハードルが高すぎると感じる。国の政策として、そのような制度を整備して

いくよりも、隠れ蓑的に NPO 法人格を取得しているような団体を排除することに

力を入れるべきではないか。 
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２．１５．日本救助犬協会（NPO法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 阪神淡路大震災の翌年の 1996 年 6 月に日本災害救助犬協会という任意団体を立ち

上げた。1999 年 10 月に東京都の認証を受け NPO 法人格を取得。NPO 法人になる

ときに社会福祉もやろうということになり、団体名称から「災害」を外した。NPO
法人を選択した理由は、任意団体に比べ社会的信用を得られるからである。 

・ 現在、会費収入は 160 万円（年間費 1 万円で正会員 160 人）。それ以外に寄付金・

募金、審査会（救助犬認定）収入、イベント収入、講師料など合わせて 600 万円程

度。支出は年間管理費と事業費がそれぞれ 300 万円程度。 
・ 小学校や市の防災訓練にはほぼ無償（若干の寄付金）で出動している。また、東京

や埼玉など 11 の地方自治体等と災害時の出動協定を結んでいるが、年間 5 千円～1
万円程度の経費しか貰っていない（これまで災害救援の実績は無い）。年 1 回自主

開催する災害救助犬認定審査会では、服従試験・捜索試験それぞれ初級・中級が

2,000 円～3,000 円、捜索試験で 1 万円の審査料を取っている。（現在 60 頭の犬が認

定され、協会保有は 35 頭）。 

・ 救助犬の訓練には早くて 1 年から 1 年半かかり、餌代などコストも大きいが、訓練

にかかる費用はすべて会員（犬の飼い主）の負担。会員はすべて一般家庭。防災訓

練やまつりでの募金活動などへの出動は、交通費も含め無償で会員が協力している。 

・ 犬の訓練には広大な土地が必要。現在、和光市（埼玉県）・浦安市（千葉県）から

300～400 坪の土地を無償で貸与。また、富士見市（埼玉県）から住宅建設が出来

ない土地を年間 2,800 円で提供してもらって訓練をしている。 

 

（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

・ 会員は一時 500 名ほどいたが、現在 160 名。資金調達の意思決定というほどの体制

はない。会員との連絡は主にウェブサイトを通じて行う。訓練場が分散した為、会

員は 5 つのチームを作り、チームリーダーには運営委員会にも入ってもらっている。

月 1 回、運営委員会で話し合ったことを理事会にあげる。 
・ 街頭募金はしていない。地域のまつりへの出店や、イベントで 100 万円程度集めた。

イベントに出ることで目的に賛同する仲間を増やしたいと考えている。 
・ 会報は広報のチームリーダーを中心に会員で作っている（年 3 回発行）。今年は団

体紹介のリーフレットも作成中である。 
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（３）今後の団体運営について 

・ 事務局はボランティア。若い人に入って欲しいが、こういう状況ではなかなか入っ

てもらえない。 
・ 今後は出動協定を結ぶ自治体と費用の話をきちんとしようと準備をしている。訓練

にもお金を出してもらうようにしたい。東京消防庁とも出動協定を結んでいるが

（出初式、水防訓練の年 2 回参加）、消防庁は一頭につき一時間単位で費用を払っ

てくれる。今後はシビアに考えて、料金を払えない所とは会員の負担を考えて提携

を切る方向でいる。 
・ 犬を飼っていない賛助会員をもっと増やしたい。 

 
（４）行政や支援機関等に対する要望 

・ 11 箇所の自治体等と出動協定を結んでいるが、平時の経費がカバーされない。訓練

にも待機にも費用がかかるので、救助犬 1 頭につき補助してくれると助かる。都や

県から支援が欲しいが、寄付を募るには認定 NPO 法人になる必要があると考えて

いる。 
・ 実際に山林で迷った児童の捜索活動に参加したことがある。学校行事中の災害だっ

たが、区や学校から出動に要した費用は補填してもらえなかったので、捜索実費を

出してもらえると助かる。また、海外での救援活動など、犬を国外に出すときなど

も、国際救助団体などが指示して国が渡航費を負担してくれるとよい。 
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２．１６．北九州ホームレス支援機構（NPO法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 1988 年、教会関係者と福岡日雇労働組合員によるボランティア団体「北九州越冬

実行委員会」が野宿労働者の調査を資金を持ち寄りおにぎり持参で行ったのが始ま

りである。 
・ 1997 年、支援対象者も増加しコンスタントな資金調達が必要になったことと活動

への賛同者拡大のため「北九州越冬を支える会」を立ち上げ、年会費 3,000 円を設

定。会報による資金要請を行った。初年度会費 205 口、カンパと共に 200 万円の賛

同金があった。 
・ 2000 年 11 月「NPO 法人北九州ホームレス支援機構」として法人格を取得。賛助会

費を年間 5,000 円としたが「支える会」の賛助者の多くが移行してくれた。NPO 法

人格取得 2 期目（一期は 5 ヶ月）には 1,200 万円の資金が調達された。 
・ 法人格取得までの活動は炊き出しが中心だったが、法人格取得の翌年に高齢野宿者

を対象に 6 ヶ月間入居して生活保護を受け、自立の準備をして恒久住宅へと移ると

いう自立支援住宅をグランドプランとして立ち上げた。立ち上げと共に資金の提供

があり、運営資金とは別に大口の寄付金を基金に 2001 年自立支援センター積立募

金を始めた。 
・ 2004 年 9 月「ホームレス自立支援センター北九州」に参画。2003 年の「ホームレ

スの自立の支援等に関する特別措置法」（10 年の時限立法）の成立により 2004 年

北九州市が設立した自立支援センターにおいて、社会福祉協議会より相談指導事業

と巡回相談事業を受託した。設立以来 3 年間でセンターからは約 200 人が自立をさ

れている。 
・ 2005 年、自立生活サポートセンターの立ち上げ。ホームレスの支援活動を当機構

では「ハウス」の提供つまり家や物などの物理的支援に終始するなら問題の根本的

な解決は望めず、「ホーム」と呼べる「関係性の回復」こそ優先されると捉えてい

る。自立支援住宅を出発した人達や自立支援センターを退所した人達に対して、継

続支援を行う自立生活サポートセンターの設立を北九州市や企業に提言し、行政や

市民と共に担う体制を立ち上げた。市民、企業からはサポートセンター指定寄付金

として 350 万円の提供があった。 
・ 有給スタッフは、支援センターの事業受託前は 4 名であったが、北九州市、福岡県、

厚生労働省の委託事業受託後はパートも含め、2006 年度は 22 名である。2006 年度

の財政規模は 1 億 5,000 万円であるが、そのうち約 8,000 万円が委託事業である。

規模は非常に大きくみえるが、委託事業費の大半は人件費であるため、財政面では

委託事業の運営に本体会計から繰り入れる措置もあり、資金繰りには苦慮している。 



2-51 

② NPO法人格取得の理由 

・ 法人格取得以前は行政と対立的なところもあったが、2000 年時点で 250 名以上の

ホームレスへ支援しており、支援内容も多岐に渡っていた。支える会にも 400 名近

くの賛同者がいた。将来、行政からの委託事業や補助事業を行う上で法人格は必要

であり、当事者の要請に応えるために、行政との協働を含めて様々なセクターを活

用すべきとの考え方が大きくなり、「ひとりの路上死も出さない」｢ひとりでも多く、

一日でも早く路上からの脱出を｣「ホームレスを生まない社会を創造する」を目標

に NPO 法人格を取得した。 

 
③ 認定NPO法人格の取得について 

・ 資金確保につながり、社会的信用が得られることを想定して認定の取得に踏み切っ

た。認定後大口の寄付が集まるとの期待もあったが、劇的な効果はなかった。申請

は毎日きちんと帳簿を記入していればそれほど大変ではないと思う。会費、寄付金

の補助簿（1,000 人以上の寄付者の帳簿）をコンピュータ管理しており、スムーズ

に申請できた。 
・ ネックになったのは宗教色と公私混同。理事長が牧師をしている教会の一室を事務

所として借りていたので配布物に宗教的な内容がないかとか、牧師館と事務所の水

光熱費まで細かくチェックされた。また、衣類やお米などの支援物資を寄付金へ換

算することになったが、古着は換算しなくてよいとなってほっとしたものである。

毎年地元の税務署に申請資料の提出をしなければならないことは想定外であった。 

 
④ 資金調達における課題 

・ 財政の大半を占める委託事業は時限立法や入札等非常に不安定である。また、委託

事業は人件費が主であり、事業費の使途制限と共に事業終了後の従業員雇用と活動

資金をどう調達するかが課題である。また、助成金については、これまでは申請す

れば概ね獲得できていたが、これからは競争も厳しくなり難しくなると予想してい

る。 
・ 企業からの支援については、ホームレス支援が企業のイメージ向上につながらない

点が資金調達を困難にしている。ホームレス問題が社会的問題に根ざしているとの

理解を得る必要がある。 

 

（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

① 現状における資金調達の意思決定の体制 

・ 組織的には理事会があるが、理事の大半は現場に直接関わっていないので理事会で
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の決定は難しい。新しい事業については、有給スタッフの主任会議で具体的な資金

調達案を作成して月 1 回行われる統括会議で審議決定し、理事会の承認を得ている。 

 
② 寄付や潜在的な資金提供者へのアプローチ 

・ 会報（年に 1 回）、ホームページでの情報提供の他に、随時、活動をマスコミへ情

報提供している。理事長が完全ボランティアで活動しているために周囲の賛同が得

られやすくかなり多い理事長の講演会では会報を配布して賛同者を増やす効果を

あげている。「ホームレスを支援したい」という人とは、その思いや考えに多少ズ

レがあったとしても、しがらみや批判を気にせずに資金を提供してもらっている。 
・ 街頭募金活動も資金要請のビラを配布して毎年実施している。 
・ ホームレスを自立した人へも寄付金を募るが、少額でも次の人のために協力してく

れるという大きな力になっている。また、寄付者に対してお礼状付きの領収書を一

言添えてきちんと出していることが寄付継続の秘訣でもある。 

 
③ 資金調達成功事例 

・ グリーンコープは助成金の申請が縁で当機構の活動に関心を持ち、組合員への配布

紙面で当機構の活動を紹介し、資金と物資両面の援助をしてくれている。また、地

元のチェーン店（株）サンキュードラッグへ資金援助を要請したところ、店頭に募

金箱とパンフレットを置いて募金をし、かつサンキュードラッグ自身もマッチング

寄付をしてくれる。さらに、ミュージシャンが音楽を通して支援のアピールもして

いる。CD4,000 枚の販売に協力し、450 万円を寄付してくれることになった。 

 

（３）今後の団体運営について 

・ 資金調達のための事業というのは考えていない。支援の必要が出てきたところに事

業を展開している。現在は、「ニアホームレス」（家はあるが生活に困窮している）

への対応などが課題であり資金調達を検討している。 
・ 今後の事業の 1 つとして、現状では障害をもっている人が支援センターに入れずに

路上に残ってしまうため、救護施設やグループホームが必要と考えており、この事

業をどう展開していくかを検討している。ただし、NPO 法人発足時に、「こんな支

援団体は本来はなくてよいはず。1 日も早く解散することが目的だ」とみなで合意

した。この原点は見失いたくない。 
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２．１７．ふるさとの会（NPO法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 現在は、立ち上げ期が終わって、安定期に入ってきたところという段階。このため

新たな資金調達についても工夫しなくてはならないと考え始めている。 
・ 立ち上げ期には、私募債を 580～600 万円集め、それをもとに 2000 万円ほど金融機

関から借入した。私募債（一口 10 万円）は地域の人や、関心のある研究者が中心

であった。しかし、返せなかったらどうしようという不安感は強く、金銭的な責任

以上のプレッシャーもあり、現在は積極的ではない。 
・ 資金調達は、8 割は個人からの借入金と寄付金で、2 割くらいは非営利金融機関（ろ

うきん等）から借入である。 
・ 事業が急激に拡大したため、この 1 年間は資金調達・人員管理等の整理整頓を行っ

た。 
・ 一回の設備投資は 2000～4000 万円であるが、物件を購入せず賃貸とし、改装費だ

けがかかるのでそれほど多額にはならない。また細かい施設（ヘルパーステーショ

ン等の事務所）は 200～300 万円ですむ。全てできるお金の範囲の投資にとどまっ

ている。 
・ 金融機関からは、1000 万円の借入に 1000 万円の定期預金を担保として求められる

ことがある。比較的 NPO に理解がある金融機関でも、NPO やボランティアは 500
万円程度が限度である。 

 
② 新たな資金調達手段の可能性 

・ NPO バンクからは、1 回借りた経験があり、2 回目を申請中である。 

 
（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

① 現状における資金調達の意思決定の体制 

・ 資金調達を担当するものとして企画担当者と理事長の 2 名を置いているが、それま

では、資金調達が本業ではないため、大変であった。 
・ 意思決定は、企画に参加したい人を集めてプロジェクトチーム会議（参加資格は全

員にある）を行い、その際に現在の収支状況、事業の収支見込等を明らかにし、そ

こをパスした後で理事会に諮る、という仕組み。企画とお金は一緒に検討する必要

がある。 
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② 資金調達のノウハウ・うまくいった資金調達の事例 

・ 行政からの受託事業は 4 分の 1 で、独自事業が 4 分の 3 である。自己資金で、収益

がまわるような仕組みになっている。独自に事業を行いながら、行政事業をおこな

っているので、運転資金には困っていない。 

 
③ 寄付や潜在的な提供者へのアプローチ 

・ メールマガジンで情報公開している。 
・ 日本の社会では、寄付中心で社会活動は行えない。寄付をして何かしらの充足感が

得られなければならないが、日本は寄付ができないのではなくて、寄付をしようと

思う仕組み・回路ができていない。 

 
（３）行政や支援機関等に対する要望 

・ 行政の事業について、企画力・実績のある NPO がもっと落札やすい入札方式にし

て欲しい。NPO は企画の段階から排除されており、NPO が事業を行うのは小さい

事業だけである。規模の大きな事業でも NPO が平等のスタートラインに立てるよ

うにして欲しい。 
・ 行政に入札の決定過程の議論の公開を要望したことがあるが、一蹴された。市民を

育てるということは、なぜこのようにお金を使ったかということの情報公開から始

まると考えているが、情報を公開する自信がないのかという疑問を持ってしまう。 
・ アメリカでは金融機関が公的なものにある程度貸さなくてはいけない制度がある

が、日本では NPO に融資が行われない。債務者区分から除外されており、決算書

が優良であっても、金融機関側の審査対象に NPO 法人というだけで入っていない。

融資を受ける場合でも、土地を担保としなくてはならず、事業に対しての融資が行

われていない。また、グループに有限会社があるので、そちらで申し込むように言

われるのが実態である。 
・ 行政の受託事業は、4 月から事業を開始するのであれば、4 月から一部でもお金が

支払われるべき。そうでなければ、金融機関から借りることもできないので、運転

資金の調達が難しくなってしまう。NPO が善意でやることに対して、それを阻害

するような仕組みになっているのではないか。 
・ NPO の事業はすきま産業であることが多い。2 つの役所の管轄となることがあるが、

その間を右往左往することがある。行政も、縦割りで固定化しないで、NPO の工

夫を受け入れるように柔軟になって欲しい。 
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２．１８．NPO博多まちづくり（NPO法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ もともとは博多部のまちづくり活動が始まりであったが、地域や支援者よるボラン

ティア活動体制では限界に達し、人材や資金の問題を解決し、協働まちづくりの器

としての可能性をもつ「特定非営利活動法人 NPO 博多まちづくり」を設立した。 
・ まちづくり活動開始当時は、理事長自身が博多区役所からコンサルタント派遣事業

を 1 回 50 万円程度で受託する等して、事務局経緯費をまかなっていた。当初は理

事長の会社を事務局として活動しており、持ち出しがかなり多かった。 
・ NPO 法人になる前の収支の規模は 100～200 万円程度と非常に小規模だった。法人

格取得後、2002 年に国土交通省からの社会実験事業｢道路空間のコミュニティ空間

化 in 博多」を受託し、2000 万円程度の事業を実施した。その後は、大学や市役所、

都市再生機構等から数百万円程度の事業を受託する等して運営している。 
・ 前述の社会実験事業を契機に、美野島まちづくりショップ「ゆらりん」を開設した。

美野島付近は遅れている地域であり、かつ衰退しつつある。道路空間の活用だけで

はなく、道路と商店街というテーマで事業を行うべきと考え、道端カフェ等を開設

し、商店街の活性化にもっと公共空間を活かそうとした。その際に付近の空き店舗

でも不用品交換事業、喫茶店、地域の文化を発信する休憩所を開設した。その空き

店舗での店が好評だったので、博多まちづくりで継続的に運営することになった。

将来的には独居老人への宅配等も行える「まちづくりの基地」をつくりたいと考え

ている。 
・ NPO 法人格取得のメリットとしては、やはり行政の事業を受託できるという点が

大きい。また、事務所の契約等が法人名義で出来る点もメリットである。 
・ しかし、例えば NPO 法人として国土交通省から受託した事業の収入について税金

を払わなくてはならないというのは納得がしがたい。 

 
② 新たな資金調達の可能性 

・ 地域の企業人から毎月 1 万円でも資金を提供してもらえるような形をつくりたい。

ビジネスモデルを確立し、本来の目的の活動により家賃や人件費を賄えるようにし

たい。 
・ 具体的には、博多という町の古きよき時代を発信できる事業を実施したい。「生の

文化」の違いがわかる街づくりがしたい。それは企業人にとっても魅力的なはずだ。 
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（２）今後の団体運営について 

・ まちづくりへの情熱を持ち、本気で取り組める人を集めたいと考えている。企業と

の連携をより密にしていきたい。その上で面的なソフトからハードまでの街づくり

をしたい。 
・ 現在、母体となっている理事長が経営する企業から持ち出しをしながら運営してい

る状況である。本業も兼ねていないと成り立たないと考えている。 

 
（３）行政や支援機関等に対する要望 

・ 行政の受託事業については、単年度主義という点が大きな問題である。ある地域の

事業をお手伝いしたときも、1 年間は行政の補助金が入り、広告代理店が参加する、

といった形であったが、次の年には交通費もでないといったこともあった。 
・ 行政側が「この地域で何かをやる」というのなら、その地域で事業が成功するまで

お金を出し続けるべきである。そうしないと、切磋琢磨する団体が生まれてこない。

さらに、事業が終わったあとも、継続的に地域の活性化につながる制度が必要であ

る。 
・ 市役所が損金扱い可能といって法人から寄付を集めているが、100 万円から 200 万

円にしかならないと聞く。損金扱いくらいではインセンティブがないのだろう。税

額控除にできれば、大きな動きが起こると考えられる。 
・ 助成金については、行政からの助成は報告が煩雑であり、まるで日記帳をつけるよ

うな形で報告を求められる。また、財団の助成は、財団側のテーマに沿ったものに

なってしまうので、自由がきかない。 
・ 今後は、行政が政策にあった NPO を探すのではなく、NPO がやりたいことを発案

し、その企画を行政が良いと思えば、支援していくという考え方が必要である。そ

うした中で NPO 同士が切磋琢磨していく必要がある。優れた NPO は存在する。そ

うした団体にリスクを取ってでもお金を回していく意識が必要である。 
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２．１９．ナイス・ヨコハマ（NPO法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 2002 年に登記し、2003 年からハマチャリ（放置自転車をレンタサイクルとして活

用する事業）を開始した。立ち上げ期は活動を開始した 2002 年から 2004 年あたり

までと考えている。 
・ 2003 年、紹介で信用金庫から 300 万円を借りた。比較的借りやすく、プラン作り

にも協力的だったが、信用金庫側も今後の NPO 法人への融資の流れを見越し、テ

スト的に実施したのかもしれない。 
・ ハマチャリでは、事業に協賛してくれた企業や団体の広告を自転車に付けており、

その広告収入も事業開始当初から入っている（30～70 万円ほど）。また、2004 年か

ら 2006 年までは市から 30 万円の家賃助成があった。 
・ 安定運営期は 2005 年ごろから現在と考えている。2005 年に鎌倉ステーション開設

費用として、ap バンクと信用金庫からそれぞれ 300 万円、500 万円の融資を受けた。

信用金庫は立ち上げ期に融資を受けたところであり、信頼関係があったから融資し

てくれたのかもしれない。2007 年度は助成金は受けていない。 
・ 支出は、ひと月約 200 万円。主なものは、事務所家賃、ステーションの土地代、人

件費、自転車購入代。自転車は、リサイクル販売用として、放棄自転車を入札で毎

月 100 台ほど購入している。購入した自転車は、修理・整備して販売している。 
・ 収入は、ひと月約 100 万円。主なものは、自転車貸出収入、自転車売上げ収入、広

告収入、助成金、融資。当初自転車は無料で貸し出していたが、赤字になったため

レンタル料をとることになった。ただ、一般的なレンタサイクルよりは安く貸し出

している。また、自転車広告のノウハウを他の団体に伝授し、その収益も団体に入

れている。 

 
② 現状の資金調達における課題、新たな資金調達手段の可能性 

・ 1 年きりで助成が終わってしまうと、もらった年はいいがその後が大変である。 
・ 周辺企業の営業に利用してもらえるように回数券を販売した。また、周辺ホテルで

の認知度を高め、利用客増加を目指している。宿泊客用に回数券を購入してくれて

いるホテルもある。ハマチャリの認知度を高めることが重要であり、課題でもある。 

 

（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

・ 企業営業、融資・助成金への応募など、資金調達は主に理事長が一人で担当してい

る。広告収入を得るため、企業への飛び込み営業に力を入れている。その際、宣伝
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担当部署だと宣伝対効果などを考慮されるために難しいが、CSR 担当部署など、イ

メージ戦略を行っているところに持ちかけると効果的である。 
・ 資金提供者への成果や情報等の還元は主に報告書で行っている。 
・ 活動がある程度認知されているため、NPO 法人であることは資金調達の障壁には

なっていない。 

 
（３）今後の団体運営について 

・ ステーションの拡大はこれまでも行ってきたし、要請も多い。しかし、実際にステ

ーションを運営していくのは難しい。運営がうまくいかず、短期間で閉めた所もあ

る。また、新規ステーション開設にあたっては、資金の確保が前提であるが難しい。

助成金についても、情報収集と申請をする余裕がない。 
・ 人材も必要だが、まずは資金の確保が重要である。助成金申請の手伝いをしてくれ

る学生ボランティアの存在は大きい。 

 
（４）行政や支援機関等に対する要望 

・ 助成金情報をもっと広めてほしい。情報を探すだけでも大変である。助成金情報を

もっと簡単に得ることができれば、取得のチャンスも増える。助成金獲得のための

ノウハウ支援など、行政の更なるバックアップが必要である。また、担当者が 2～
3 年周期で変わってしまうため、そのたびに状況を説明しなければならず非効率的

である。 
・ 土地がらみなどでトラブルがあった時に、気軽に相談できる弁護士がいると良い。

一般の弁護士事務所は敷居が高く、相談料も高いので、気軽に利用することはでき

ない。 
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２．２０．北海道NPOサポートセンター（NPO法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 1998 年に任意団体として立ち上げ、1999 年 4 月に NPO 法人化した。 
・ 最初の年は寄付金・会費・事業費あわせて年間収支が（北海道 NPO サポートセン

ター、NPO 推進北海道会議、越智基金の合計で）1,000 万円程度でスタートした。

初期のころは、いくつかの民間財団から 5 万円～300 万円程度の小さい助成をもら

っていた。 
・ 1999 年から 2004 年までは、政府の資金が回ってきたため NPO 起業の支援事業な

どを実施し、事業規模が拡大した。この時期は 1 案件数百万円～一千万円程度の事

業を実施していた。 
・ 収支規模のピークは 2002～2004 年頃で、年間 7,000 万円くらいまで増加した。し

かし緊急雇用対策の資金が途絶えた後は規模が縮小し、2007 年は 4,500 万円程度で

ある。 
・ 自主事業としては、NPO 法人設立・運営支援のアドバイスをしている。現在、こ

の設立・運営支援で 600 万円くらいの収入を得ている。こういった NPO 支援を事

業の柱としているサポートセンターは日本でもそれほど多くないだろう。事務局長

が生活クラブ生協を立ち上げたときの経験、生活クラブでの経営のノウハウを活か

してアドバイスしている。 
・ 現状は、有給スタッフは常勤 7 名で、それに加えて個別事業のスタッフがいる。 
・ ネットワーク確保という点では、最初に NPO 法人設立のお手伝い事業を始めた点

は大きかった。また、NPO 越智基金（越智喜代秋氏の遺産の一部を、氏の遺言に

基づき NPO 活動に寄贈する団体、北海道 NPO サポートセンターとは別組織）によ

って、NPO に助成をしてきた実績も大きい。助成を受けた団体は、親近感をもつ

こともあり、サポートセンターの団体会員数以上に道内の団体と有機的な連携があ

る。 
・ また、他地域のサポートセンターとちがうのは、機能（設立支援、資金仲介など）

に応じて、別組織（越智基金、北海道 NPO バンクなど）を設立して運営している

点である。別組織にすると理事が増えて、活動する人が増えてくれるのが強みであ

る。 

 
② 資金調達における課題 

・ 安定的、基礎的な収入は会費と自主事業を合わせて 1,000 万円程度だが、それだけ

では成り立たない。基礎的な収入源を底上げして、自主財源を 2,000 万円程度は確
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保したいと考えている。 

 
③ 新たな資金調達手段の可能性 

・ 事業収入を柱としているが、今後は寄付を集めることも必要と考えている。 
・ これまで会費収入には力を入れていなかった。会員が増えると総会の準備や委任状

送付の手間が増えるため、寄付の方がよいという考えがあった。ただ、昨年（2007
年）からは団体会員も増やそうという動きになっている。毎年 200 団体程度と想定

される新規認証 NPO 法人にきめ細かく会員への働きかけを行う予定である。 

 
（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

・ 基本は常勤理事 3 人で相談しながら、委託事業への応募を決めている。可能な限り

早く情報をキャッチし、意思決定を行っている。ただ、最近は委託事業も公募型が

多く、相当な労力を割いて公募資料を出しても受託できないことがある。 
・ 資金調達について NPO 側が主体的にできることは限られている。役所側に、NPO

に理解がある人がいればうまくいくことが多い。現状の受託事業も何人かのキーパ

ーソンが役所にいるときに立ち上げて、それが継続されているものが多い。 
・ 北海道 NPO バンクも、たまたま当時の道庁の構造改革担当部署と担当者に NPO に

対する理解があり、道庁から出資する 1,500 万円をベースに NPO バンクを設立で

きたという経緯がある。 

 
（３）今後の団体運営について 

・ 事業規模拡大には、国からの事業を受託するか、民間助成や寄付事業しかないが、

北海道 NPO サポートセンターとしての基礎的な構造がまだしっかりしていないの

で、むやみな規模拡大は考えていない。 
・ 企業や篤志家からの寄付収入を得て、それを北海道 NPO サポートセンターではな

く、資金仲介機関である NPO バンクや NPO 越智基金が活用していくことが理想的

である。NPO バンクの融資や NPO 越智基金の助成によって、道内の NPO が力を

つけていくことが大事だし、それが結果として北海道 NPO サポートセンターの運

営力向上につながると思う。 

 
（４）行政や支援機関等に対する要望 

・ 行政の委託事業については、費用の先払い、中間払いを増やして欲しい。運転資金

がないため、金融機関から短期で常時借りているが、書類の準備が大変である。 
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（５）その他 

・ 公益法人や NPO 法人独自の会計基準は意味がないと考えている。企業会計に準じ

るのがよい。また、事業型の場合簡易な単式の帳簿では駄目で、複式でやるべきで

ある。 
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２．２１．パートナーシップ・サポートセンター（NPO法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 1998 年 7 月、任意団体「パートナーシップ・サポートセンター」を立ち上げ、翌

1999 年 8 月に NPO 法人化した。立ち上げにあたり「パートナーシップ研究準備会」

を発足させ、1 年半かけて定例会や講座を開催してミッションを整理し、活動指針

を立てた。 
・ 当初必要な資金は、現在代表理事の持ち出し。事務所は代表理事が運営していた有

限会社のスペースを借りた。 
・ 現在、スタッフは常勤 5 人と非常勤 5 人で有給。無償ボランティアにも手伝っても

らうこともある。常勤職員は社会保障にも加入している。 
・ 三重県の NPO 活動の普及に関する事業が初めての受託事業。三重県は NPO の先進

県であった。その後、行政や民間からの受託事業を増やしていった。 
・ 企業会員数は 20 社（2006 年度）で、ここ数年は横ばい。研修の修了者が就職した

企業が会員になる例などがある。NPO 会員は全部で 44 団体。活動分野は多岐に渡

る。個人会員・賛助会員は、基本的に企業や大学等で働いている人が多い。 

・ 支出で大きいのは、人件費、謝金。研修事業も多いので、部屋代も負担が大きい。 

 
② 資金調達における課題 

・ 2001 年、同じ場所ではあるが独立した事務所に移転、その後 2005 年には教室つき

の事務所に移転したが、かなり経費がかかり、融資も考えたが結局借りず、理事 3
名からの借り入れで乗り切った。現在まで銀行と付き合いはない。 

・ 受託事業は、事業が終了しないと支払われないので、資金繰りが厳しいこともあっ

たが、行政と交渉し続け、事業によっては半ばでの入金も実現しており、現在は理

事からの借り入れがなくても事業を計画的に遂行できるようになっている。 

 
③ 新たな資金調達手法 

・ 当面は新たな資金調達方法は考えることはないだろう。現在の活動をこつこつ継続

することを考えている。また、自主事業の関連でできた様々な提携関係を継続でき

れば、事業の柱になると考えている。 
・ 活動実績などの情報提供は、活動レポート（広報）を 2 ヶ月に 1 回、会員や各セン

ターなどに配布している。また、会員には、自主事業への優先招待、刊行した本の

割引販売などを行っている。実績を文書や出版などに蓄積させていくことも、評価

につながっていると思う。 
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（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

・ 資金調達などにかかる意思決定は最終的には代表理事が決定するが、年間 5 回ある

理事会で検討するようにしている。税理士にも相談している。 

・ 顧客との付き合いでは、事業そのものへの信頼感が最も大きなポイントである。ミ

ッションが優れているだけでは企業も行政も理解しない。これまでの実績と今後の

方向性、実際のアイデアを提示し、相手が一緒にやってもいいなと思えるように配

慮している。 
・ 事業内容は他の NPO にはないオリジナリティがあるものを意識している。NPO と

企業を結ぶ NPO の先駆者として、その事業アイデアは常に最先端を心がけている。 

 
（３）今後の団体運営について 

・ 今後は、無理をしない程度に規模拡大していきたい。活動の継続のためには人材も

必要。NPO は少人数のところが多く、スタッフの能力や資質によって、団体の方

向性が決まってしまう。PSC では、スタッフの採用に面接もテストも行っている。 
・ 今後は退職前の人を主な対象に NPO へのインターン制度の導入も考えている。 

 

（４）行政や支援機関等に対する要望 

・ 人件費が出ない事業がまだ多い。最近は人件費や管理費についても必ず次につなが

るよう交渉しながら受託することもある。 
・ 既に多くのところで実施されてはいるが、企業や行政の空きスペースをもっともっ

と NPO に提供して欲しい。現在借りている事務所の場合、教室を併設しているが、

事業として使わない日も多く、経費の負担も大きい。こうした場所の提供がもっと

自然に行われるといいのではないか。 

 
（５）その他（法人格の選択理由など） 

・ 企業と NPO の協働を推進するというミッションを考え、当初から会社形態にする

ことは検討しなかった。 
・ 団体の形態を考える際は、ミッションと活動の先に何を求めているのかについて考

える必要がある。そもそも NPO は儲けることを目的にはしていない。社会的企業

も出てきているが、何のためにこの組織を作るのか、今ある仕組みをどうしたいの

か、どんな社会や地域をつくりたいのかを考えることから始まると思う。PSC では、

そのような視点から NPO や企業に対しても必要に応じてコンサルティングを行っ

ている。 
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２．２２．エコトワザ（株式会社） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ エコトワザは、環境問題への取組を、非営利ではなく、企業として利益を出しなが

ら解決していくという経済活動に則った形で継続していきたいと考え、設立計画当

初から、企業活動として行うことを決めた。 
・ NPO 法人は設立時に決めた目的から逸脱できないという自由度が低い面があった。

資金がなくてもボランティアで続けなくてはならないという考え方では、継続的な

活動は難しいと感じた。NPO 法人は基本的に利益を上げても良いものだと思うが、

現在の日本には、社会貢献＝無償ボランティア中心という意識の人がまだ多いと感

じている。 
・ 会社法改正後の起業のため資本金は 1 円でもよかったが、資本金 300 万円で設立し

た。これは、有限会社程度の資金がないとその後の継続運営が難しいと思ったため

である。代表からの 250 万円と知人からの 50 万円の出資であった。 
・ 社員は役員 2 名、学生インターン 1 名である。 
・ 2007 年の売上は 860 万円で、主な内訳はマーケティング、ウェブコンサルティン

グ事業である。イベント事業は収支がほぼ 0 であるが、社会貢献活動と位置づけて

いる。 
・ 2008 年 1 月からは、それまでの事業展開（単発かつ小規模の仕事）を見直し、メ

ディア事業、小規模オフィス向けの家具のレンタル及びオフィス計画に関するコン

サルティングのセット事業で月々の収入を得られるように計画した。現時点では、

本来軸としたい事業が収入源となっていないので、資金フローが整備できるまで体

制作りに注力する。 
・ 昨年末、新規事業の運転資金とするため、新たに分割増資を行った。エコトワザの

社会貢献性の高い理念に共感し、会社を応援しようという姿勢を持った出資者を募

集し、知人 2 名から計 100 万円の出資を得た。それに加え、役員 2 名で 520 万円増

資した。時価ではもともとの資本金と合わせて 1000 万円程度となる。 
・ 銀行にはこれまでまったく相談していない。会社の規模が大きくなってきたら、銀

行からの融資も検討する。また、寄付金はない。 
・ CSR 関係の営業は、エコトワザが営利企業だとわかると嫌がられるので行っていな

い。このような面では株式会社としたデメリットを感じる。世の中の意識がもっと

成熟して、「社会貢献活動は寄付やコストではなく、長い目で見て利益につながる

投資である」という意識になっていってほしい。 
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（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

① 現状における資金調達の意思決定の体制 

・ 資金調達の意思決定は、役員とも相談するが、代表が最終的に行う。税理士、会計

士の友人に相談することも多い。また、ベンチャーキャピタルの投資を受けている

会社の社長に投資とリターンについて助言をもらうこともある。 

② 寄付や潜在的な提供者へのアプローチ 

・ 出資者については、第一に会社の理念に共感して応援していただけるか、継続的に

つながりを保てる関係であるか、経営に関しては極力任せていただけるか、一定規

模の金額であるか、このような点を検討し、出資を受けるか否か判断している。で

きるだけ自己資金で進めたいと考えている。 

・ 言うまでもなく利益が出れば配当を行うが、当初 3 年間は事業が軌道に乗るまで待

って欲しいと出資者にお願いしている。また、出資者には、メールなどで活動報告

を行うとともに、数ヶ月に 1 回程度の報告会を兼ねたパーティを行っている。 

 
（３）今後の団体運営について 

・ 企業価値を高めることを今年の目標としている。また、高付加価値の企業にしたい

ので、社員は当面現在の 2 名の体制とし、その後は社員を増やすことも検討する。 
・ 10 年後は、日本だけでなく海外でも事業を展開していきたいと考えている。その

ために 6 ヵ年の長期計画と 2 ヵ年ずつの中期計画を立てている。 
・ 課題は、スタッフの増員である。売上規模が追いついていないにも関わらず、理念

に共感して入社したいという希望者が現在も多い。現在の事業がある程度展開し始

めれば 3 名の雇用は可能と考えているが、増員した際には一時的な収支ギャップが

発生するため、この点を見極める必要がある。 

 
（４）行政や支援機関等に対する要望 

・ 起業のための補助金、助成金の制度がより充実するとよい。起業当初は、前職に勤

めていたのでもらえなかった。会社に勤めながら起業準備を始める人もいると思う

ので、この制限が緩和されると嬉しい。また、行政には NPO 法人限定の助成金が

多いが、今後、社会起業家として起業したい人は増えると思うので、そのような人

向けの枠組みも充実してもらいたい。 
・ 民間の起業家コンテストのようなイベントが増えると良い。メディアのバックアッ

プもあり、審査員からの助言ももらえる。このようなコンテストの場合、資料作成

が大変であるが、書類内容や事業モデルだけでなくだけでなく、起業家の実績や可

能性など「人」の部分にフォーカスしてもらえると嬉しい。 
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２．２３．キャリア・マム（株式会社） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

○団体設立までの経緯 
・ 子どもを軸とした活動ではなく、母親を中心に置いた活動をしていきたいという思

いから、1995 年 4 月に育児サークル「PAO」という任意団体を立ち上げ、多摩ニュ

ータウンで活動を始めた。その際は「お金は後からついてくる」と考え、活動開始

時点で必要なのは強固な組織であるとの思いから「人、モノ、情報」を重要視した。 
・ 「PAO」活動開始後すぐに、ショッピングセンターでイベントを開催する機会を得

た。広報活動の成果によりイベントには 500 組の参加があり、イベント後にはメン

バーが約 1500 人となった。これを機会に子どもの年齢や障害の有無に関係なく、

一緒になって楽しめるようなイベントを定期的に開催することになった。 
・ イベントは地元企業などから協賛金等により、1 企画あたり 30 万円程度で行って

いたが、当時の主要メンバーが本業の傍ら 3 ヶ月間頑張って準備しても、資金の残

額は、2、3 万円程度しかなかった。なお、当時は会員から会費を取っていなかっ

た。 

○任意団体の設立 
・ その後主要メンバーの交代等を経て 1996 年 4 月に任意団体「キャリア・マム」を

設立した。「キャリア・マム」では、これまでのイベント開催で得たノウハウを活

かすことを軸とした。なお、育児サークル「PAO」は、「キャリア・マム」とは別

途、多摩市エリアで引き続き活動していた。 
・ 「サークル PAO」では、月 500 円の会費を徴収することにしたところ、設立当初

150 人いた会員が 50 人になってしまい、会費制にすることは難しいということに

なった。 
・ 「キャリア・マム」としてイベントのノウハウを活かすことによって、協賛金は 2

倍集まるようになったが、イベントを開催しない時期は収入源がなく、安定した運

営が難しいと考えるようになった。 

○有限会社化 
・ 都市公団（現・都市再生機構）の多摩ニュータウン 30 周年記念イベントの事務局

となる条件として、有限会社化を提示された。そこで、1997 年 3 月に有限会社を

設立し、有限会社内に「キャリア・マム事業部」を設置した。 
・ 日本で「寄付」により事業を行おうとしても企業の業績に左右され安定した組織運

営ができない可能性があり、それならば事業主体となった方が安心でき、かつ自分

たちで責任を取ることができる。これが会社化の理由であるが、1,000 万円の資本

金が準備できず有限会社となった。 
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・ 有限会社では、都市公団の事務局運営費としての収入が 7 割を占めていた。残りの

3 割は当時、共同で会社経営をしていた夫のイベント制作会社関連の収入と、私自

身のアナウンサー事業関連の収入で、合わせて毎月 130 万円程度の収入があった。

事務局経費は、毎月支払われていたので、資金繰りの助けになった。 
・ 2 年目は公団の事業費もなくなり、またイベント開催協賛金 750 万円が未回収なる

など苦しい状況であった。 

○株式会社化 
・ その後 1000 万円の資金を集め、2000 年 8 月に「株式会社キャリア・マム」を設立

した。有限会社の「キャリア・マム事業部」で行ってきた事業をもとに、主婦向け

の総合マーケティング、企業ブランド構築事業、在宅就労支援事業という 3 つの事

業軸を立てた。 
・ 事業を拡大するときには、始める前に資金が必要になる。2 年前からはセカンドス

テージに向けて株式の増資を行った。現在、年商は約 1 億 5000 万円、そのうち販

管費 8000 万円、人件費 4500 万円となっている。 

○NPO法人「E-マム」の位置づけと活動概要 
・ 2003 年には、｢キャリア・マム｣とは別に、「特定非営利活動法人 E-マム」を設立し、

「女性が活躍する場を提供すると共に、広く公益の増進に貢献することとなった。

年収 300 万円の女性を輩出することが E-マムの目的である。 
・ 行政の委託事業には、企業が入札対象にならないものがあり、このような委託事業

では、E-マムを受託元とし、キャリア・マムのマンパワーを活用して対応が可能で

ある。自分たちのミッションに合致し、意欲がわいた事業は NPO 法人で仕事を請

けることもある。この NPO 法人のモデルは、アメリカのコミュニティビジネスを

調べて検討した。 
・ NPO 法人の運営に関しては、理事会を小さくして意思決定に手間をかけないよう

にしている。また、お金をたくさん出した人やたくさん活動した人が、そうでない

人と平等な発言権となる点で、組織運営が難しいと感じている。 

 

（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

・ NPO 法人では行政等への書類をそろえるのに時間が取られる。時間がとられると

いうことは、それだけ費用が発生するということだが、それに対応する収入が得ら

れないのが課題である。また、行政からの委託事業では、事業が終了しないと入金

されないので、資金繰りに困る。企業からの委託であれば、着手金、中間金などが

支払われる例も多い。 
・ 大きな団体は複数年補助金を取れている。これはロビー活動や行政、産業界とのつ

ながりによって、いち早く情報が手に入るようになっているからと思われるが、そ

こまで対応できていない。 
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・ 組織を継続させるために、核となる事業を立て、その事業に主として携わる構成員

には対価を支払い、この組織の活動自体も外部からスポットライトを浴びるような

評価の高いものとしていくことで、精神的にも満足できるようにしたいと考えた。

このような考え方は、任意団体の時も株式会社となった今も変わらない。 
・ 株式会社キャリア・マムとしては、経営者の責任が重くなっている。組織のリーダ

ーとしては、組織がいかにまとまっているか、強いかを意識している。 
・ 積極的に情報開示を行うことで、顧客にも融資をしてくれる銀行にも安心感を持っ

て接してもらっている。会計知識のある人材が必要だが、キャリア・マムでは、会

計士に顧問として助言してもらっている。 

 
（３）行政や支援機関等に対する要望 

・ 行政も現場に出て活動を見た方がよい。また、異動があると人的引継がされず、協

働に等向けて準備してきたのに、はしごをはずされた思いをすることがある。 
・ 行政が NPO と協働している企業、支援で頑張っている企業を表彰したり、わかり

やすく紹介したりするべきである。 
・ 横の連携が取れるような仕組みがあるとよい。地元の NPO センターなどを利用す

ることもあるが、活動分野が類似し、規模が大きくないと知恵の使いまわしができ

ない。そのため、北海道、東北、関東レベルの広域連携ができると良い。対面が難

しければ、バーチャルでもよい。そこに支援する NPO バンク、インキュベーター

も参加すれば、ヒューマンナレッジの横展開が可能になる。 
・ 認定 NPO が少なすぎる。企業とつながっている NPO に脱税的に寄付するリスクも

あるかもしれないが、企業会計は非常に厳しくなってきているので、その辺りをき

ちんと確認すればよいのではないか。NPO の収入源を補助金と会費以外に増やし

てあげないと活動は厳しい。また、企業が払いやすいように、企業側のメリットも

考えるべき。NPO に人を派遣している、会議室を貸しているということでも、NPO
は非常に助かるし、こういったことを企業側の税制上の経費とすること認める制度

があればよい。 



2-69 

２．２４．地球・人間環境フォーラム（財団法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 1990 年に発足。現会長の 21 世紀は地球環境の時代だという考えの下、民間の立場

から役所のサポート団体を個人が奔走して発足させた。そのため、財団法人ではあ

るが、役所主導の団体ではない。 
・ 当時は、随意契約での仕事も多く、公的な資金が潤沢であり、安定的に発展した。 
・ 昨今は、殆どの事業が一般競争入札となり金額だけで業者が選定されるため、本来

やりたい調査研究事業がなかなかできない。一方で、これまでに職員、客員研究員、

バイト等を雇ってきており、その人件費の確保は大変で、最近は苦戦している。 
・ 自主事業等をやるためには、自前の資金は十分でないので、助成制度をあたってい

る。 
・ これまでは、理事等からの借入、私募債の発行といった経験はない。受託事業のお

金が入るまでは資金繰りは大変であるが、今のところ短期の借金もしないですんで

いる。 

 
（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

① 現状における資金調達の意思決定の体制 

・ 事業・助成事業に関しては、職員によるミーティングの場でのプレゼンを随時行い、

最終的には常勤理事でもある事務局長が決める。理事会は年に 2 回だが、随時常勤

の理事（2 名）や組織上の長とミーティングをする。 

 
（３）今後の団体運営について 

・ 公益認定を受けなくてはならないと思うが、慎重になるべきと考えている。他の団

体の動向を見ながら準備しようと思うが、すでに特定公益増進法人に認定されてい

るのでメリットは変わらず、デメリットばかりが見える印象。 

 
（４）行政や支援機関等に対する要望 

・ 自主事業に対しては、きちんとした融資の制度を充実させるべき。委託事業につい

ては、契約時に 6 割くらいは概算払いをして、残りは精算払いする等の制度を整え

るべきと強く思う。 
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２．２５．たすけあい ゆい（社会福祉法人） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 1991 年 6 月に「たすけあいグループ結」を設立。その前に 3 年の準備期間があり、

これは、お弁当の配食など地域の人たちを支える活動をワーカーズという形で始め

た。会費は家賃と電話代に充て、人件費は支払っておらず、赤字になったことはな

い。残ったお金は 1 円単位まで活動総時間で割って、メンバーに返した。従って、

年度初めの残高は常にゼロ円であった。 
・ 1999 年 3 月に NPO 法人の認証を得た。当時 NPO 法人になる準備が出来ている団

体は少なかったが、NPO 法人化の働きかけが県からあった。 
・ 2003 年 7 月に社会福祉法人を設立（2005 年 7 月に NPO 法人たすけあいゆい解散）。

社会福祉法人になってからは税金を払わなくて良くなり、支出（経費）が減った。

介護報酬と人件費の差を積み立ててきた蓄えがあったので、睦地域ケアプラザ・睦

母子生活支援施設建築資金の法人負担分に充当し建築することができた。総工費で

約 6 億円かかったが、土地は横浜市の無償貸与（30 年）で、建物の費用は国の補

助金、横浜市の補助金、法人で 3 分の 1 ずつ負担した。現在、法人がプラザの指定

管理者となっている（5 年間）。もともと公設公営であった母子寮を民営化させて、

同じ法人で地域を支えさせてみたいという気持ちが行政にもあったのだろう。 
・ NPO 法人から社会福祉法人に変わる際が、一番事業規模の大きい時期だった。初

年度 1 億 3000 万円、2 億 5000 万円と増えていった。直近の事業高は約 4 億円であ

る。現在は介護報酬が下がっており、同じ時間の仕事をしても収入は減っている。

また、訪問介護事業所は経営の危機にあり、皆閉めている。ゆいも今年度から赤字

である。 
・ 融資に関しては、この地域のある地銀の NPO に対する融資の第一号であったと思

う。これは、ある地主が社会福祉事業なら売ると言った土地を斡旋され、約 1 億 1
千万円で購入した際のものである。土地を担保とし、現在返済中である。 

 
② 社会福祉法人格について 

・ 社会福祉法人となったことで税金を払わない分、徹底して社会的弱者に活動のスポ

ットを当てて活動を行ってきた。行政の手が届かないところをどう救っていくかと

いうチャレンジをやっている。社会福祉法人は資金調達の負担が少ないので、変わ

りにもっと小規模な、制度化されない、利用者も少ないモデル事業（ひきこもりに

対する事業、学齢障害児サポート事業等）を行っているが、それが社会福祉法人に

なった最大のメリットだった。 
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（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

・ ワーカーズの頃の意思決定は、全部話し合いで決めていた。一人でも反対がいたら

動かない。コンセンサスが得られるまで最後まで粘ったが、ひとりでも反対があっ

たら動かないというのは、本当に大変だった。ワーカーズの人はモチベーションも

社会的役割も知的レベルも高いので、尊い働き方を提示しないとみんな納得しない

から、そうならざるを得なかった。 
・ 社会福祉法人になって良かった点は、理事長一人で責任を負わなくていいというこ

とである。NPO 法人は事業をしている人が経営もやるが、社会福祉法人では外部

の評議員や理事を置くことで楽になった。次の世代にこの事業を残していくは一人

の責任ではない。大学の教授、町内会長、弁護士などが役員をやってくれて有り難

い。 
・ 社会福祉法人になって年間 360 万円をかけ、監査法人の指導を受けるようになり、

資金繰り等も含む経理処理全般にわたり相談している。 

・ 毎年行政監査を受けている。監査の際には長時間かけて一年の課題を洗いざらい話

し合う。行政も勉強しているが、実際の現場ではどうなっているか知りたがってお

り、いつも消化不良だがそれが役に立っているはずであり、なおかつ当法人におい

ても指導を受け改善している。 

 
（３）今後の団体運営について 

・ 今までにない形のグループホームを運営したいがお金がない。お世話をした方がな

くなるとその家が空くので、それをグループホームとしてきたが、それでは間に合

わない。スタッフを説得して次の建築資金をどうするか頭を抱えている。 
・ 本部の運営規模が大きくなるほど労務も経理も煩雑になるが、それらに対する資金

を社会福祉事業の中の剰余金から捻出しなければならない。現在の介護報酬体系で

は難しい。このため、NPO 法人では現場を持っている人が管理者も役員もやらざ

るを得ない。 
・ 社会福祉法人法自体が、善意に寄りかかってできている。そこで働く人に対する生

活給が支給されない。現在は訪問看護の売り上げを非営利訪問介護事業などに投入

している状態である。 

 
（４）行政や支援機関等に対する要望 

・ 行政の予算は限られているので、無駄に使って欲しくない。国が配分量を決めるの

ではなく、お金の使途を決めずに現場に近いところまで温存し、様々な制度との関

係や地域を支えている団体等に適正に配分されるよう現場のスタッフ、利用者、地

域に検討を任せてほしい。これはお金のかからない規制緩和ではないかと思う。 
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２．２６．全国青年環境連盟（エコ・リーグ）（任意団体） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 1994 年 8 月設立。以降、現在に至る。 
・ 立ち上げ期は 1994～2000 年で、資金調達手段はイベント事業収益が主であった。

安定期は 2000 年～現在で、資金調達手段はイベント事業収益、受託事業及び補助

金である。 
・ 継続的な事業というよりは、イベント形式の催し物が中心である。最も多いイベン

トは、「ギャザリング」という、地域・全国規模で、環境問題について参加者で考

え、ネットワークを構築する目的のものである。 
・ イベント以外では、東京電力株式会社との共催である「全国大学生環境活動コンテ

スト」の開催、様々な世代のつながりを生かした取組として、「『環境』就職・進路

相談会」（株式会社日本経済新聞社から受託）等がある。 
・ イベント形式のものが多いので、立ち上げ当初から個々の事業で収支が合うように

しているが、全国規模のイベントは、管理費も含めて工面できるように努力してい

る。ただし、小規模の事業では、管理費まで回収するのは難しい。 
・ 自主事業中心で団体運営が成り立つのは、主ターゲットを「環境活動を行っている

大学生」に絞った活動を中心に据え、活動に参画できる機会を（参加者、スタッフ

ともに）多数設けているところにある。 
・ 理事からの借入は、消費貸借契約を結ぶような程度のものはないが、立替や持ち出

しをすることは、昔も今もある。金融機関からの借入に踏み切らないのは、組織を

拡大する必要を感じないなど自信のなさの表れともいえる。 

 
② 新たな資金調達手段の可能性 

・ 金融機関からの借入には、かなりしっかりした事業計画が必要だが、それを作成す

ることができない。以前は、収支報告さえもままならないくらいであったが、最近、

ようやく決算報告ができるようになった。 
・ 現在の運営は、専従スタッフを置いているわけでもないため恒常的な人件費がかか

る割合が少ない。ボランティアが中心なので、借り入れる必要がない。また、会員

と寄付による収入が増えていることや各イベントの独立採算制をとっていること

から、借り入れて事業を行おうという発想にならない。 
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（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

① 現状における資金調達の意思決定の体制 

・ 現在の問題意識は、有給専従職員 1 人の資金をどうするかということである。1 年

間であれば、これまでの繰越金で賄えるが、雇用を継続させるとなると問題である。

手段としては、①寄付を募る、②持っているノウハウで自主事業や受託事業を商品

として作っていく、というものがあると考えている。組織として活動できるスタッ

フが確保できれば、資金は一時減るかもしれないが、将来的には増えるのではない

かと考えている。 

 
② 資金調達のノウハウ・うまくいった資金調達の事例 

・ 助成金については、手当たり次第に応募するのではなく、きちんと選ぶことは大切

である。松下電器産業株式会社の助成金（Panasonic NPO サポート ファンド）は、

組織の基盤整備を対象にすることもできる。人件費にも充当でき、組織を固めたい

という団体としての希望にマッチしている。また、この助成金は、コンサルティン

グができる NPO が事務局として媒介しているので、うまくコミュニケーションを

とることができ、団体の強み・弱みを理解してくれているため、助成を受けるこち

らの負担感や不安感が減る。 

 
③ 寄付や潜在的な提供者へのアプローチ 

・ 会費をいただいた方には、会報を送付している。 
・ イベント参加者には、イベントごとに報告書などでフィードバックを行っている。 
・ 受託事業については、きちんとした報告をする程度。事業を行った成果を活かすた

めの事業の改善点等を盛り込むなど攻めに転じられるような報告や組織内でのノ

ウハウの蓄積ができていないのが課題である。 

 
（３）行政や支援機関等に対する要望 

・ 助成団体は、助成する側とコミュニケーションができる人がいるかどうかが重要。

また、助成の場合、最終的に提出する報告の形式が特異・複雑でないことを重要視

している。申請時に、報告の形式について調べ、複雑過ぎる場合は、応募をやめる

場合もある。 
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（４）その他 

① NPOの会計基準 

・ 公益法人会計のような非営利法人の会計基準が必要なのかという疑問は持ってい

る。非営利法人の会計基準があるがために、企業経験の豊富な人材を NPO に迎え

たとしても企業会計の経験が生かされない。非営利法人ならではのローカルルール

は作るべきではない。財務諸表を読む市民の側にとっても、企業会計の方が慣れて

いる。 

 
② 法人格に対する意向 

・ NPO 法人格の取得を検討している。理由としては、法人であることを要求する助

成金や事業委託が少なからずあることである。また、事務所の賃貸契約、銀行口座

等は個人名義で契約せざるを得ないため、法人にしたほうが名義変更の手続きをす

る場面が減り便利。 
・ LLP は手続も簡単で、短期間で設立できる。また、少人数で意思決定できるのが魅

力。これに比べて、NPO 法人は、認証申請後の公告縦覧など認証までの最長 4 ヶ

月間に対する負担感が強い。 
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２．２７．A SEED JAPAN（任意団体） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 1991 年に設立。立ち上げ期は 1991 年～1996 年である。この頃は、全世界で A SEED 
国際キャンペーン（92 年のリオサミットに青年の声を届けるもの）があり、その

日本の窓口になった。そこから、国際キャンペーン、サミット等に青年の声を届け

る活動等をしていた。 
・ 立ち上げ期の資金規模は、200～400 万円程度。リオサミット後、地球環境基金か

ら助成金をもらっていた。事務所は小さいが渋谷にもっていた。団体は、10～20
代の学生で構成され、社会人はほとんどいなかった。資金も持ち出しが多かったよ

うである。学生自らが寄付を集めていた。 
・ 安定期は 1996～2000 年で、資金規模は、400～2000 万円程度。この頃キャンパス

エコロジーなど大学の中のエコロジー活動が始まった。レゲエジャパンスプラッシ

ュという野外音楽フェスティバルの環境対策事業を受託したことが、事業が大きく

なったきっかけである。 
・ また、この頃、理事会が組織の中で発足。それまでは、代表がすべての経営的責任

を担っていたが、一度大きな赤字を出してしまったことをきっかけに、経営者とい

う形で理事を揃えるようになった。また、専従のスタッフも置くようになった。 
・ 発展期は、2000 年以降で資金規模が 2000～7000 万円程度、現在に至る。レゲエジ

ャパンスプラッシュ以外の 10 万人規模のフェスティバルを事業化することができ

た。 
・ 団体の理事には学生も含まれるが、社会人の理事が増えている。 

 
② 新たな資金調達手段の可能性 

・ イベントの場合、かなりの金額が入ってくるが、手元にはほとんど残らない。出費

分の資金が最初から手元になければならない。 
・ 立ち上げ期は、早めの支払いをお願いしていた。また、専従スタッフを置かずに活

動してきた。2000 年以降の発展期もそのような状態であり、借入という思考はな

い。 
・ 融資、私募債は検討していない。その必要がないし、難しそうである。 
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（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

① 現状における資金調達の意思決定の体制 

・ 助成金については、例えば、地球環境基金の場合、4 ヶ月前からスタッフ総出でと

りかかっている。ほかの助成金については、チームの理事が申請するという判断を

したら、事務局スタッフで作成→理事の承認というプロセスをとっている。 

 
② 資金調達のノウハウ・うまくいった資金調達の事例 

・ A SEED JAPAN の資金調達で主なものは、イベント的事業収益と恒常的事業収益で、

全体の 51％である。10％強が、会費収入である。活動メンバーが学生から社会人

になる時に、本人の承諾があれば永久会員として寄付をもらえるようにするなど、

年々、寄付金が増えていくシステムをとっている。 

 
③ 寄付や潜在的な提供者へのアプローチ 

・ 寄付をいただいたら、必ず電話＆手紙、新年のあいさつ、ニュースレター（隔月）

の送付を行っている。寄付者一覧を別紙で報告。 
・ 永久会員や寄付者になった方に対して OB/OG 会を開催し、また寄付をお願いする

場をつくっている。 

 
（３）行政や支援機関等に対する要望 

・ 基盤整備に対する助成が少ない。Panasonic の助成金くらいであり、増えていくと

いい。融資の場合は、金融機関に対話ができる、つなぎ役になってくれる人が必須

である。そういうポジションに、NPO や NGO の経験がある人・関係性を持ってい

る人が必要なのではないか。場合によっては、そういう人材を育成するプログラム

も必要ではないか。 

 
（４）その他 

① 法人格に対する意向 

・ 安定運営期に、助成金で事業を行っていた頃、法人化について理事会で検討したこ

とがある。しかし、法人格が取得できるだけの年次報告書等は整えることとしたが、

①法人化すれば事務手続に係る負担が大きくなる、②法人格を取得しなくても活動

はできる、と考え、また、助成金依存をやめて、事業や会費で資金調達していこう

と判断し、法人格を取得するという結論には至らなかった。 
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２．２８．子育て支援グループamigo（任意団体）、amigoplus, LLC（アミーゴ

プリュス合同会社） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達（amigo） 

・ 平成 13 年に子育て中の母親や助産師が中心となって、「育児相互支援」を活動テー

マに任意団体「子育て支援グループ amigo」を設立した。産前産後の母親を対象に、

マタニティヨガやベビーマッサージ、産後体操などの「産前産後プログラム」事業、

「子育てサロン（世田谷区社会福祉協議会助成）」の運営、産前産後の家庭に直接

訪問して家事手伝いを行う「訪問事業」の 3 つの主な事業を行ってきた。 
・ 設立当初は、代表や発起人など数名でお金を出し合い活動していた。 
・ 立ち上げ期から、ボランティアベースではなく、事務所を維持し運営するため、全

プログラム有料で運営していた。当初から現在まで会費制はとっていない。 
・ 売上は自主事業の割合が最も多く、収入は月 20 万円程で、講師謝金が最も大きな

支出である。補助金の割合は活動初期から変わらず年に 1、2 件で合計 30 万円程で

ある。 
・ 自主事業については「産前産後プログラム」事業の収入が最も大きい。15,000 円の

コースの代金のほとんどは講師謝金で、1 回 500 円が amigo の運営費に回されてい

る。 
・ 中間支援の NPO との協働で行政からの委託事業も行っており、講師及びアシスタ

ントの人件費および、企画費が amigo の収入となる。 
・ 補助金を申請することもあるが、その際は運転資金として頼るという意味合いでは

なく、自分たちが自主事業を通して得た成果をまとめ、それをベースにスキルアッ

プを行う目的で活用している。具体的には、活動の成果物として書籍の印刷や、普

段の活動をよりよいものにするための自主的な勉強会の開催、自分たちが必要と考

える支援者の養成講座の実施などに活用している。 
・ 2007 年からは杉並区の「子育て応援券」のサービス提供事業者となったが、これ

をきっかけにこのようなサービスを利用していなかった層も参加するようになり、

参加者の幅が広くなった。産後の訪問事業、家事援助が大きく増えた。 
・ 行政との関連では、何か講師や委員などを担当することがあっても、当初は一般区

民枠として呼ばれ、報奨金もあったりなかったりという状況であったが、継続的な

関係作りや事業の積み重ねの結果、専門職としての意見を求められ、それに見合っ

た額が出ることも増えつつあり、行政からも活動が認められてきたと感じている。 
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② 団体の事業段階と資金調達（アミーゴプリュス合同会社） 

・ amigo の活動を通して、任意団体だと契約に手間取ることも多かった。また、近年

は全国から講師やコンサルティングの依頼が来るようになったため、amigo の活動

エリアを越えた部分は、法人化して会社でやっていこうと、2007 年 6 月に合同会

社として社員 4 名で「アミーゴプリュス合同会社」を設立した。 
・ 合同会社（LLC）を選んだ理由は、自分たちですばやく仕事をしていきたかったた

め。NPO 法人として理事会を設けてみんなで検討するという形より機動性を持た

せたかった。また、新しい領域の開拓やモデル的な事業、育児支援事業に関するコ

ンサルティングが活動の中心なので、公益性のある活動だけではなくなると考えた。 
・ 設立時に社員がそれぞれ 6 万円ずつ出資した。収支は固定費がかからないので小さ

な額ではあるが黒字である。 
・ 事業によっては、法人宛ではなく個人に対する報奨金しか払えないケースも発生す

る。法人として受けるべき仕事と判断される場合は行政からの仕事に関する支払い

は個人が受け、そのうちの 2 割を会社に入れることになっている。法人宛にきた依

頼を個人に振り分けた場合でも、同様に 2 割を会社に入れることになっているが、

内容に応じた利益配分方法や考え方、法人としての管理の効率的な仕組みは現在検

討中である。 
・ 現段階では、銀行の融資を受けて大きく事業を推進していくようなことは検討して

おらず、社内の人的資源を最大限に活用し、今ある事業を軌道に乗せることを第一

の目標としている。 

 
（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

① 現状における資金調達の意思決定の体制 

・ 子育て支援グループ amigo の意思決定では、事務局メンバーが知恵を出し合うが最

終的な判断は代表が総意をまとめ、メンバーの意思にも配慮して決定を行っている。 
・ amigoplus, LLC は、社員 4 人で意思決定するが、それぞれの担当事業によって優先

的に意思決定を行っている。 

 
（３）今後の団体運営について 

・ 任意団体としての子育て支援グループ amigo は拡大せず、現状維持のまま、地域で

自助・共助の子育て支援活動を続けていく。 
・ 講師派遣や支援者の養成、コンサルティングなどの専門特化はアミーゴプリュス合

同会社で実施していく。これまでの依頼が来たら対応するという形から、より効率

的、効果的にパッケージを作って提案していくことを予定している。 
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・ 今は実績を積む段階と考えているが、将来的には設備投資のために融資を受けるこ

とや社債の発行なども視野に入れることになるかもしれない。小さく始めて、徐々

に育てていく。また、人材派遣業の認可を得るなどの大きな決断をする時期も来る

と思う。 
・ 人材育成が必要である。任意団体による地域の支え合い活動でも、ある程度の基盤

が必要である。amigo に集まる人は出産前後の 1 年程度で代替わりする傾向がある。

残っている人は amigo のスタッフになることも多いが、そのような人にも居場所で

ありながら、オーナーシップを持って運営に携わってもらうことが課題である。 

 
（４）行政や支援機関等に対する要望 

・ 行政からの委託事業では間接費や打合せの経費が対象とならない点が不満である。

その日に動く人の分しか計上できず、事前に企画した人には出ないということが起

きる。 
・ 杉並区の「子育て応援券」のような取組は、子育て家庭と地域の支援団体のつなが

りを作るためによいものだと思う。これまで地域参加していなかった人たちが地域

に入り込む機会の一つとなっている。しかし、規模の小さな団体の場合、応援券の

サービス提供者になったことで事務作業が増え、講師への支払いがかなり遅れてし

まうなど、運営負担が大きくなり、思うように活用できていない部分もある。 
・ 「子育て応援券」の活用など、地域の中でニーズと供給をうまく循環させていくこ

とは行政の仕事ではない。中間支援団体のような機関が、そのような事業を受けて、

地域の団体を育てていくことに力を注ぐべきではないか。また、より発展性を持っ

た資金調達の仕組みを考え、自由に使える助成金の枠組みを作ったり、高みに引っ

張ってくれる中間支援組織が必要だと考える。 
・ 子育て支援グループ amigo 単体では実施が難しいことも、中間支援団体の「特定非

営利活動法人せたがや子育てネット」などと一緒に実施することで効果的に活動で

きている。このような事例を世田谷区の他の団体にも展開できると良い。同時に、

そのような中間支援団体が中心となり、行政の相談窓口と NPO の相談窓口が接近

するとよい。 
・ 施策の実施に関して NPO を束ねた連絡会や協議会を設置し、意見を取りまとめる

というようなことではなく、区の子ども基金のような地域資源の掘り起こしなどは

大きく NPO へ委託をして欲しい。区の提示したものに対して意見を述べるのでは

なく、NPO が直接に采配を振るえるようになるとよいと思う。 

・  

（５）その他 

・ 積み上げてきた実績の中には、数字に表れず、評価につながらないこともある。評
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価基準が問題となる。実績を計るものが数値データ、「エビデンス」のようなもの

だけで評価されると怖い。日常的なつながりや予防への貢献などは実際数値化しに

くい。ソフトのインフラ整備の状況、サービスの質（利用者の声）などで判断して

もらいたい。 
・ 行政とのつながりについても、担当者との間で積みあげてきたものが次の担当に引

き継がれないこともあるため、第三者から評価された客観的なものがあると良いと

思う。 
・ 世田谷区の中間支援団体である NPO 法人せたがや子育てネットでは、子育て支援

に関する研究者などと一緒に NPO の第三者評価の仕組みを考えようとしている。

地域内の人的ネットワーク作りをしているような中間支援団体の評価が最も難し

いのではないか。その役割を遂行するために何をしているかは評価がされにくく、

予算化の段階で積み上げるべき内容について、意見の相違が目立つケースも多い。 
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２．２９．多摩NPO協会（任意団体） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 2000 年 5 月に多摩市と協働で設立した中間支援団体。現在、56 団体。17 分野すべ

てを網羅しており、福祉分野が多いものの、まちづくり、国際交流等多岐にわたる。 
・ 立ち上げ期は、事務員経費や事務所整備費を多摩市から助成され、また NPO 養成

講座や広報等を事業受託した。 
・ 補助金は、申請書類全てを揃えることが難しく、補助金額の倍の事業でなくてはな

らない等の制約があり厳しい。また、報告時のアカウンタビリティに対応するコス

トもかかることも大きな足かせとなっている。 
・ 団体が成長してくると、そのようなアカウンタビリティを果たしていく必要が生じ

るが、常駐事務員がいないと難しく、広報活動・会員募集等もできないだろう。そ

うなると、事務局の人件費が必要となる。 
・ 団体をより発展段階にのせるには、地域から資金を獲得するか調達する形にしなく

てはならない。 
・ 補助金は期間が決まっているので、融資で事業が運営されていく必要があると感じ

ている。 

 
② 新たな資金調達手段の可能性 

・ NPO 支援として、あまり細かな審査がなく、つなぎ資金を提供できるようにする

ためのファンドをつくるよう、多摩信用金庫に提案し、NPO 事業支援ローンとい

う融資サービスを作った。しかし、事業規模が 500 万円くらいの団体は、リスク・

テイキングに消極的だ。少しでも不安があったりすると融資を受けない。また、強

力なリーダーが推進しない限り、会員の合意形成が困難で、事業推進にゴーのサイ

ンが出にくい。また、事業規模が大きくないと融資を受けるプレッシャーが大きく、

難しいのかもしれない。実際、多摩信用金庫のファンドからの融資実績はない。 
・ 結局、自分たちのポケットマネーで賄える以上の規模は想定しておらず、事業家精

神のある人が代表になっていないと、拡大思考がないというのが現状である。 
・ 現在、ポイントカード（商品を買ったときのポイント）のあまったポイントを寄付

に回せないか、検討を始めている。実際、宝塚市で同様の取組がある。 
・ 企業からの寄付はほとんど得られない。むしろ、競合と思われることもある。 

 
（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

・ 寄付のあり方としては、ユニセフのような貢献結果がみえるようなものが理想と思
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っている。寄付者の貢献が目に見える形で納得させられなくては寄付を集められな

い。すなわち、広報等の工夫が特に必要である。 

 
（３）行政や支援機関等に対する要望 

・ 銀行は、経営コンサルのノウハウがあり、また、企業・行政とのネットワークも強

い。これらを使って、企業・行政に欠けていることを組み込んだ融資をして欲しい。

特に、信用組合は地域に密着しているわけだから、持っているノウハウなどを地域

に還元して欲しい。 
・ 行政の委託費は、事務経費に充当できない点が厳しい。 

 
（４）その他 

① NPOの会計基準 

・ 多摩 NPO 協会では、企業会計に準じて財務諸表を作成している。公益会計は、わ

かりにくい。企業会計ならば、経理経験者などサポートできる人がいっぱいいる。

また、企業会計向けのソフトは市場に豊富にあるので、これを単純化したものがあ

ればよいのではと考える。 

 

② 法人格に対する意向 

・ 理事もたいていはボランティアで、事業家の集まりではないため、大きなリスクは

回避してしまう。 
・ NPO 法人は手続が大変なだけでメリットが少ないと見られているため、LLP とい

う形態への移行を検討している団体はあると思う。 
・ 人格なき社団の場合は、代表者一人の個人になってしまうので、事業が大きくなる

ほど、問題になる。人が変わるたびに同様の問題が起こる。そのため、事務所備品

のリース・銀行の口座等の手続も本当に大変である。このため、法人格は必要だと

認識はしているが、手続等が面倒であるため、法人化が進まない。また、寄付金が

損金として免税にならないのも問題である。 
・ 新しい法人形態をどんどん制度化するよりは、単純な法人形態があればよいだろう。

ただし、NPO 法人は社会貢献にミッションを絞ったものであるため、団体によっ

て強弱のわだかまりがあるのが実態である。NPO 法人は組織活動で個人のボラン

ティア活動とは違うところがあるので、両者の社会貢献活動の意味づけの違いをど

うするのかという問題がある。名称の頭に、公益活動というような名称は必要であ

る。 
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２．３０．生活クラブ生協・東京（協同組合） 

（１）団体の概要 

① 団体の事業段階と資金調達 

・ 1968 年に設立され、出資金を集め始めた。一般の生協は一口 100 円だったが、生

活クラブではそれでは到底必要額が集まらないということで、一口 500 円で集めた。 
・ 最初はアパートの一室だったが、消費材も増えてきて、センターを設立しないとい

けなくなった。1970 年に赤堤センターという小さな倉庫を 3,100 万円で建設した。

労金（当時の東京労金）から 1,700 万円を借りたが、当時生協は労金にもほとんど

知られていない存在だった。それでも 1,100 万円不足し、「組合債」（利息 8％）を

発行して 726 万円集めた。組合員の多くは主婦なので、夫の説得に苦労したと聞い

ている。ただ、組合債は 2 年満期で利息をつけてきちんと返し、夫たちにも生活ク

ラブを認めてもらえた。 
・ 1971 年に毎月 200 円積み立てる増資の仕組みをつくったが、古い組合員から抵抗

が強かった。また毎月 200 円を集めるのが大変だった。最初は 50％くらいの取組

率であったが、現在では 99％の人が積み立て増資をしてくれている。 
・ 出資金の伸びだけでは資金需要に追いつかず、組合債を発行した。例えば練馬にセ

ンターをつくるときは、練馬の組合員を中心に呼びかけ組合債を募集し地域性を持

って取り組んできた。1974 年に毎月 500 円（現在千円）の積み立て増資を開始し、

出資を増強してきた。負債はどうしても経費（利息）がかかるので、できるだけ自

己資金を高めていこうという方針だった。当時、石油パニックで物価が急騰し、か

なりの資金が必要になったという状況もあった。 
・ 1975 年までは出資配当を実施していたが、ここで出資配当はやめ、利用分量割戻

金だけにすることを提案した。生協の組合員への還元方法は、利用分量に応じた割

戻し（利用分量割戻金）と出資金額に応じた割戻し（出資配当）の 2 つがある。こ

のとき、「剰余金は、各人の利用高によってもたらせるものであり、それに応じた

方法を重視するべき」との声があがり、出資配当はやめて、利用分量割戻金のみに

するという話ことになった。また、現実的な問題として、出資配当は税金を払った

後でしか戻すことができないが、利用分量割戻金なら、税金を払う前のお金で戻し、

戻した後のお金に税金がかかる形になる。出資配当だと個人所得になり、源泉課税

（当時 15％）が必要で不合理だった。利用分量割戻しの方が組合員にとっても良

いと考えている。そして利用分量割戻し分の金額を出資金に充当しようという話に

なり、さらに自己資金を高めていった。 
・ 取組の結果、一人当たり平均出資金は約 10 万円となり、全国の生協の平均 3～4 万

円に比べ非常に高い水準となっている。自主運営・自主管理を徹底して資金調達を

してきたことが成果となっていると考えている。 
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② 借入について 

・ 労金からの借り入れ、東京都の設備資金の利子補給制度を利用してきたが、できる

だけそれ以外の借り入れを増やさない方針を採ってきた。また借り入れは基本的に

設備投資のためである。2008 年 1 月末現在も長期借り入れはない。2008 年度は世

田谷センターの建て直しという大きな設備投資があるが、今のとこと借入予定はな

い。 
・ 出資金を増やすために組合員を説得する過程は、生協の経営について、理解を深め

る過程であり、必要コストと考えている。借り入れのコストと比較しても、説得す

るコストはそれほどかかっていないと感じている。借り入れの利息分は価格に転嫁

されるという「からくり」をきちんと説明すれば、多くの組合員は理解してくれる。 

 

③ 資金調達の課題 

・ 現在、問題なのは 1 世帯あたりの利用高の減少。食材の市場競争が激しいことが問

題。生活クラブとしての差別化を訴えているが、厳しい状況である。 
・ 出資金は、今後大きな設備投資の計画もないため、これ以上増強していく必要はな

いと考えている。 
・ 組合員が増えつつあるのはいいが、併行して 1 世帯あたり利用高も高めていかない

と経営の効率が落ちるという問題がある。 

 
（２）資金調達に関する意思決定の方法や工夫及び課題 

・ まず生協の専従職員が、まちの計画をもとに、経営計画を作成する。供給額、費用、

設備投資の必要性、借り入れの必要性等を検討し、来年の設備投資額は○○円、そ

のうち自己資金でまかなえるのはいくらか、借り入れ限度額は○○円、といった案

をつくり、理事会で提案、議決後、総代会にかけるという手順になる。 
・ 経営計画が決まれば、短期の借り入れは内部決済で実施できるが、長期借り入れは

理事会で決定をする。 
・ 生協設立当初での出資増強の活動は、当時の理事長や専務理事が主導してきたが、

組合員がとにかく一生懸命動いて資金を集めたというのが実状である。 

 
（３）行政や支援機関等に対する要望 

・ 東京都の利子補給制度は非常にありがたい。ただ、都の検査や報告書の作成は簡素

化してほしい。 
・ 現在牛乳瓶等のリユース活動には環境省の補助金が出ているが、こうしたゴミを出
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さない活動に対してはもっと行政からの補助金をもらいたいと考えている。リユー

スするための、洗瓶システムなどの設備投資には、多額な資金も必要であり、流通

させるための費用も非常にかかる。 

 
（４）その他 

・ 国際会計基準審議会（IASB）の方針として、協同組合の出資を負債とみなすとい

う方針がある。現在、日本生活協同組合連合会等が反対の提言を出している状況で

ある。 
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３．関連団体ヒアリングより得られた見解の整理 

関連団体ヒアリングは、豊かな公を支える資金循環システム確立に向けた課題を把握

するため、「法人制度」「資金提供・調達手段」「評価システム」「公益信託」などの各項

目について、これまで各種の要望や提言を行ってきた団体を対象として行ったものであ

る。項目毎の主なヒアリング結果を概観すると、以下の通りとなった。なお、このヒア

リング結果の整理は、研究会の事務局である内閣府および（株）三菱総合研究所におい

て取りまとめたものであり、頂いたすべての意見を網羅しているものではないことに留

意されたい。 

 
（１）法人制度 
（全般） 
・ 法人制度については、「収益があり、稼いでよい事業は株式会社、ボランティア

はNPO法人」という二者択一の認識が一般的であり、また、営利と非営利の相違

は、本来は利益の分配方法の相違であることもほとんど理解されていない。 

 
（NPO法人） 
・ NPO法人はようやく認知されてきたところであり、法人制度をより使いやすいも

のにしていくという観点では、新しい法人形態をつくるよりも、現在の株式会社

やNPO法人の制度を修正していく方が、一般の人々にはわかりやすい。 
・ NPO法人は、出資を受けられない、乗っ取りにあう危険があるなどの理由から、

事業を行う器としてはあまり適切ではないと認識。「NPO法人であると非営利で

あることが見えやすい」という理由からNPO法人を選択する団体が多いが、より

事業が実施しやすい法人格づくりが必要。 
・ 「NPOはサークル活動やボランティア活動の延長」という世間の認識を改めるた

め、NPO法人の中に「事業型NPO法人」という分類を作ることを提案。 
・ NPO法人法に関しては、最初の段階としての役目を終えたという認識。今後は「量

ではなく質」へ転換をしなければならない。NPO法人法は組織経営を継続的にや

るための法制度ではなく、任意団体のボランティア等に法人格を持たせるための

ものとの認識。優れたNPO法人を育てるためには、公益性と経営のガバナンスに

関して厳しい競争をさせる仕組みが必要。 

 
（株式会社） 
・ 営利組織の中で社会的事業をやった方が楽だという認識も広まっており、日本に

おけるソーシャル・ビジネス、英国のCIC制度などが注目されている。また、非

営利セクターが出資が可能である株式会社を別途設立した上で連結できないか

と考えている。 
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（協同組合） 
・ ワーカーズ・コレクティブでは、法人格なし（任意団体）の形態をとるものが最

も多いが、無限責任を負うというリスクが大きいため、リスクのある事業を行う

場合は企業組合かNPO法人格を取得する場合が多い。しかし、NPO法人について

は、出資ができない点や理事長中心の体制であること等がワーカーズ・コレクテ

ィブの理念にそぐわないと考えている。 
・ ワーカーズ・コレクティブ法が成立すれば、現在任意団体として活動している団

体にも法人格を与えることができるため、新たなワーカーズ・コレクティブの設

立を促し、より多様な社会的ニーズに応えていけるようになることを期待してい

る。 

 
（NPOバンク） 
・ NPOバンクの法人形態選択について、民法上の組合とNPO法人を別々に設立し組

み合わせたものがあるが、その理由としては、無限責任を回避することにあった

との認識。今後は、出資を集め、かつ配当制限が可能、ガバナンス体制も整える

「特定非営利融資法人」という法人形態を提案したい。 

 
 
（２）資金提供・調達手段 
（全般） 
・ 資金調達については主に NGO 側に問題があると考えている。具体的には、「寄付者

への情報提供が滞ること」、「各 NGO が出す情報が（寄付者にとって）難しすぎる

こと」の 2 点が大きい。 
・ 資金調達に関する問題の解決策に関しては、まず税金のあり方を変えていくべき。

国が全部確保して再分配する仕組みでは、今後は立ち行かなくなる。 

 
（寄付） 
・ 寄付者、ボランティア、インターンなど、その組織へとお金や人間が集まるからこ

そ公益性があると言えるのであり、寄付を集めていない NPO が相当多数に上る現

状には疑問を覚える。 

 
（助成金） 
・ 助成プログラムについては、管理運営費や人件費も認める助成プログラムを構築

した。最近では、他にもそういう助成金が増えてきている。 
・ 日本の助成プログラムの応募要領は、何が対象なのか分かりにくい。 
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（補助金、交付金） 
・ NPO法人側に委託事業や補助金への依存体質ができてしまい、当事者自身にお金

集めをしようとするインセンティブがないのが問題。「団体を知ってもらう」と

いう気持ちをもって、寄付集めのための活動をしていくことが重要。 
・ 民間がお金を非営利組織に回していく仕組みにする必要がある。市川市の「1％

支援制度」のような、市民も団体を選ぶ責任を負う仕組みも必要。 

 
（融資） 
・ NPO法人等の活動が、地域の活性化や雇用につながるのであれば、金融機関は、

返済能力が厳しいと判断しても、ハンズオン支援をしながら貸せるような評価シ

ステムを構築すべき。 
・ NPO法人の資金ニーズは融資に対してはそれほどないとの認識を持ちつつも、融

資の場合、金融機関にはNPO法人に対して「役員全員に連帯保証を取らないと貸

せない」という認識があると見ている。連帯保証無しで融資する場合でも、法人

そのものへの融資ではなく、そのNPOの役員である個人に対する融資になってい

るケースがほとんどである。 
・ 現状の信用金庫・信用組合に、NPO法人への融資等により積極的に取り組んでも

らう方が現実的である。 

 
（出資等） 
・ お金を、貯蓄に回すだけでなく社会へ還元するという道として、寄付や貸付より

も、株式という形の方が選択されやすい。株式によるお金の社会還元という形を

明確に位置付けることにより、非営利法人への資金供給に市民の関心が集まり、

非営利活動が活発化する可能性が高い。 
・ 非営利型株式会社に対する需要については、まったく新規の事業にはNPO法人に

よる事業化が有効な場合もあるが、公共施設の市民運営や未活用物件のマネジメ

ントといった場合には非営利型株式会社の方が有効な場合もある。規模としては

10億円以下が適切との認識であるが、小規模な事業であれば、LLP（有限責任事

業組合）も有効ではないか。 
・ 擬似私募債による資金調達の例や、「ファンド」と言いながらも借用書を出して

資金を借り入れている例もあり、このような資金調達について法的な正当性を担

保することが課題である。 
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（３）情報開示・評価システム 
・ 日本でも米国のガイドスターのようなサイトを作りたいと考えているが、官側の

理解やバックアップが足りないと感じている。しかし、行政からデータベースに

ついて資金を提供してほしいとは思わない。行政資金はいずれ絶えてしまうため、

情報を公開する団体が少しずつデータベースに対してお金を出していくことが

必要。 
・ 評価システム・情報提供システムでは、各団体の収入の内訳が整理されているシ

ステムがあれば有益。現状では、各団体の収支の内訳、費目がそろっていないの

が問題で、こうした財務に関する客観的なデータベースは、行政側に整備して欲

しい。 
・ 米国の内国歳入庁においても、NPOの評価に関しては、各種研究が行われ、最終

的には公益性について積極的な評価を行う手法はなく、結局ネガティブなチェッ

クリストに落ち着いたと聞く。 
・ NPOのミッションに関しては、それを達成しているか否かを公開し、また政治や

宗教に利用されていないということも評価しなければならない。 

 
（４）その他 
（人材） 
・ 専門性を有する人材がこうした仕事に従事するようになる環境整備が必要。特に、

スタッフの対価が低すぎる点は問題であり、専門性を高めれば高めるほど給料が

上がっていく仕組みとすることが重要。 

 
（認定NPO） 

・ 認定NPO法人に関しては、要件をもっと緩めるべき。 
認定NPO法人制度に関しては、要件を緩めようという議論があるが、方向性とし

ては逆ではないか。要件を厳しくし、かつ認定を得られたら、その団体への寄付

者は税額控除される等、特典を強化するべきであると考えている。 
・ 資金仲介支援組織は、本来、認定NPO法人を取得するのに相応しく、更なる寄付

者の拡大へとつながる可能性は高い。 

 
（税制等） 
・ 税制に関しては、NPO法人自体に対する税制優遇はトンネル会社が増える恐れが

あるため避けるべきであり、NPO法人が会費や寄付を集めやすくするための寄付

者への税制優遇が必要。 
・ 認定NPO法人に認定されたことと、寄付の集まりやすさにはほとんど関係がなか

った。 
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・ 非営利型株式会社については、税制上の優遇措置のような特典を与えることは望

ましくなく、むしろ倒産することもあり得るというリスクが、経営者と出資者の

意識を高めると考える。 
・ NPOが信用力を得る仕組みが必要。例えば、擬似資本として、期末の余剰金に、

「公益準備金」、「公益資本」といった資本としての位置づけを与える方法もある。 

 
（５）公益信託 
（全般） 
・ 公益信託の設定については、行政側（主務官庁）の認定手続きが厳格であり、許

可手続きにまつわる交渉や書類準備等が非常に煩雑なため、信託銀行側が疲弊し

てしまうことや、収益性の高い事業とはいえないことなどから、信託銀行が公益

信託に積極的にはなりづらいといったことが、公益信託が財団法人や社団法人ほ

どの広がりを見せない要因。 
・ 特定公益信託、あるいは認定特定公益信託でなければ税制上の優遇措置を十分に

受けられないことも、公益信託の広がりに少なからず影響している。 
・ 公益信託制度の望ましいあり方としては、認定の仕組みや基準について、公益法

人制度改革に準じて、公益認定等委員会で一元的に公益認定を行う形態。 
・ 信託法の改正により認められた目的信託（受益者の定めのない信託）も、防災拠

点や育児施設のような公益信託としての受託には対象範囲が狭いような場合に

活用することも可能であろう。 

 
（受託者拡大） 
・ 公益信託においては、許可制と、信託業法上の株式会社制限を廃止し、公益法人

等を受託者として認める一方、これまで信託受託者が蓄積してきた信頼性を保持

していくという観点からは、財産的な基礎などの受託者の要件、受託者が果たす

べき義務や責任等についても、行政サイドからの何らかの監督が必要。 
 

（信託報酬） 
・ 信託報酬については、「公益信託の引受け許可審査基準等について」（平成6年9

月13日公益法人等監督事務連絡会議決定）において、「信託事務の処理に要する

人件費その他必要な費用を超えないものであること」と規定しているが、本来は

自由化すべきである。信託報酬額について、受託者にとって必要額であるとの理

解は委託者側にも広まってきているのではないかと受け止めている。 

 


